
令和元年度 

第１回 夜間中学等調査研究部会 
令和元年７月３日（水）午前１０時～正午 

鳥取県教育センター第１研修室（本館２階） 

 

日    程 

 

１ 開  会 

 

２ 挨  拶 

 

３ 委員紹介 

  

 ４ 部会長選出  

 

５ 報  告 

（１）平成３０年度 調査研究部会の中間まとめについて【資料１】 

第３回夜間中学等調査研究部会の概要について【資料２】 

（２）ニーズ調査の結果について【資料３】 

（３）先進地視察結果について（徳島県・高知県）【資料４】【資料５】 

 

６ 協  議 

（１）夜間中学を設置する場合の具体案について【資料６】 

（２）夜間中学を設置しない場合の対応案について【資料７】 

 

（参考資料） 

・川口市夜間中学設置の際の関係資料【資料８】  

・岡山県調査概要【資料９】 

 

 ７ 今後のスケジュール（案） 

 令和元年７月３日 第１回 調査研究部会 

令和元年７月９日 先進地視察（川口市立芝西中学校陽春分校・川口市教育委員会） 

 令和元年８月下旬 第２回 調査研究部会（事務局案提示） 

 令和元年１０月  第３回 調査研究部会（部会のまとめ） 

 

８ 連  絡 

 

９ 閉  会 

 



鳥取県教育審議会「夜間中学等調査研究部会」専門委員 

任期：平成３０年５月２８日～令和２年３月３１日 

 

区  分 氏  名 職  名 

有識者 

新 井 則 子 南部町人権教育啓発専門員 

岩 本 由美子 
公益財団法人鳥取県国際交流財団 

事務局次長 

松 島 綽 子 
中部子ども支援センター 

センター長 

山 根 俊 喜 鳥取大学地域学部学部長 

横 井 司 朗 
学校法人鶏鳴学園青翔開智 

中学校・高等学校理事長 

市町村教育委員会代表 

小 椋 博 幸 倉吉市教育委員会教育長 

薮 田 邦 彦 八頭町教育委員会教育長 

学校現場代表 松 岡 昭 長 鳥取市立青谷中学校長 

（五十音順・敬称略） 
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平成３０年度 夜間中学等調査研究部会の中間まとめについて 
令和元年５月２１日 

小 中 学 校 課 

本県における夜間中学等の調査研究を行うため、平成３０年度に鳥取県教育審議会に「夜間中学等調査研

究部会」を設置し、夜間中学設置にあたっての課題やその解消策に関する検討を進め、別添のとおり中間ま

とめを策定したので報告します。 

[概要] 

[平成３０年度の主な取組] 

〇鳥取県教育審議会「夜間中学等調査研究部会」の開催（第１回：平成３０年６月１３日、第２回：平成３

１年１月７日、第３回：平成３１年３月１８日） 

 

〇夜間中学等の調査研究に向けた実態把握のためのニーズ調査 

① アンケート付きはがきによる調査（平成３０年８月２６日～１１月２０日） 

学齢超過者等対象：配布数５６００枚（日本語、中国語、韓国語、英語）→回答９９枚 

学校に通えていない学齢生徒対象：２６０枚 →回答４枚 

② 県政参画電子アンケート（平成３０年１１月１日～１１月１２日） 会員１０１８名→回答８０６件 

⇒調査することにより、県民への周知が一定程度はかられた。 

  対象となる可能性のある方は県内におられるが、分散していることや回答数が十分ではなく、正確な状

況把握には至っていない。 

 

〇先進地視察の実施（平成３０年１０月１６日～１７日） 

 参加者：夜間中学等調査研究部会専門委員及び県教育委員会事務局職員  

 ・京都市立洛友中学校（１０月１６日）参加者９名 

 ・京都市教育委員会（京都市総合相談センター）（１０月１７日）参加者５名 

 ・尼崎市立成良中学校琴城分校（１０月１７日）参加者９名 

 ⇒夜間中学で「学びたい」という気持ちで机に向かう生徒と、それに応えようと工夫を凝らした教材を準

備し、一人一人に丁寧に関わる教員の姿を見ることができた。また、設置者の教育委員会や学校の管理

職の方の意見等をお聞きすることにより、夜間中学の意義や役割の重要性を学ぶ機会となった。 

 

〇「学びの機会確保に向けたシンポジウム」の開催（平成３０年１０月２７日、２８日） 

 ・米子市立図書館（１０月２７日 午後１時３０分～４時） 参加者６４名 

 ・鳥取市福祉文化会館（１０月２８日 午前９時３０分～正午） 参加者６４名 

 <内容＞ 

 ・基調講演「学びの機会確保の必要性と夜間中学設置の意義について」 

 ・パネルディスカッション「学びの機会確保と夜間中学」 

⇒学びの機会確保の必要性、夜間中学の意義、本県における現状等、夜間中学をはじめとする義務教育未

修了者の就学機会確保について、参加者の認識を深められた。 

 

[令和元年度の主な予定] 

○夜間中学等調査研究部会の開催（第１回：６月、第２回：８月、第３回：１０月） 

○先進県視察（埼玉県川口市、千葉県松戸市：７月頃） 

平成３０年度の取組により、県内における夜間中学の周知が少しずつ図られているとともに、夜間中

学設置の対象となる可能性のある方は県内におられるが、県内各地に分散していることや、実際に夜間

中学を設置した場合に通って来られる方がどの程度なのか正確なニーズの把握が難しいことなどの課

題が徐々に明らかになってきたところである。 

また、正確なニーズを把握した上で、設置主体や費用負担、設置場所、通学方法、教員の確保など、

具体的内容の検討や、さらに県内の公立中学校の設置者である市町村教育委員会との情報共有や意向確

認なども引き続き行っていく必要があることから、現時点では設置の方向性について結論を出すまでに

は至らなかった。今後も、課題に対する解決策の検討や夜間中学に対するニーズの更なる掘り起こしが

必要であり、今年度も継続して調査研究を進めていくこととする。 
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第３回夜間中学等調査研究部会の概要について 

平成３１年３月２６日 

小 中 学 校 課 

第３回目の夜間中学等調査研究部会を開催しましたので、その結果を報告します。 

 

１ 日程等 

（１）日 時  平成３１年３月１８日（月） 午後３時３０分～５時００分 

（２）場 所  鳥取県教育センター第１研修室 

 

２ 出席者   

新井則子委員、岩本由美子委員、松島綽子委員、山根俊喜委員、横井司朗委員 

小椋博幸委員、薮田邦彦委員  ※松岡昭長委員は欠席 

 

３ 概 要 

協議（１） 

「平成３０年度夜間中学等調査研究部会～中間報告書～（案）」について説明を行った後、「１ 平成

３０年度の調査研究の取組・まとめ」を中心に協議を行った。 

 

＜主な意見＞ 

・不登校の生徒だけではなく、不登校傾向の生徒たちのニーズも把握したらどうか。来年度の検討事項と

し、市町村教育委員会と連携していく方向で考える。 

・追加のニーズ調査を依頼され、クラーク高校及び適応指導教室でアンケートを実施しているが、声をか

けなくても半数以上の生徒及び保護者は提出してくれている。 

・不登校あるいは不登校傾向の生徒だけに絞ってニーズを把握していくことは難しいので、すべての方を

対象とした追加の調査を行う方がよい。 

・今年度１年間では設置の方向性を示すことができなかったが、義務教育の機会確保に対する県民の認識

が高まったのは事実。 

・「１ 平成３０年度の調査研究の取組・まとめ」について、平成３０年度の取組が紹介された後にまとめ

がきているが、１ページ目にまとめを、２ページ目に平成３０年度の取組をそれぞれ持ってきた方がよ

い。 

 

協議（２） 

「夜間中学を「設置する」とした場合に想定されるメリットとデメリットについて」説明を行った後、

「設置する」とした場合の選択肢について協議を行った。 

 

＜主な意見＞ 

①設置者について 

・県内公立中学校の設置者である市町村教育委員会としては、一定のニーズはあったとしても財政的に単

独での設置が難しいのが現実である。組合立も選択肢としてはあるが、その場合は組合教育委員会を設

置する等、新たな手続きが必要になる。 

・市町村立にした場合、その市町村の生徒しか入学できないという形になる。設置するのであれば、全県

からの入学を認めることを前提にすべき。組合立も選択肢としてはあるが県全体で組合がつくれるのか、

あるいはどこかの市町村がイニシアチブをとるのか、どちらにしても難しい面がある。 

・市町村単位での夜間中学ではなく、全県を校区とする夜間中学の方がいいと思う。 

・また、「どんな教員を確保するのか」という課題もある。設置したら、さまざまな生徒が入学することが

想定される。それらの生徒に対応できる教員がいるのか。講師も足りない状況の中で心配している。 

・対象者を広げたら、細やかな対応が難しくなる。 

・支援の必要な生徒が入学してくることが想定されることから、個別の指導計画などの作成も必要となる
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だろう。そういう指導計画の作成や個別に対応できるような先生でないと難しいのではないか。果たし

てそういう先生がどれだけ確保できるのか。 

・東部、中部、西部に１つずつが理想的ではあるが、何校も設置するのは財政的に難しいと思う。 

・私学であれば、明確な理念があると先生たちが集まってくる。設置主体は県立が一番いいとは思うが、

市町村との調整や人の配置・採用、教育課程の弾力性など縛りが多いのも事実。自由度は私立の方が大

きい。であれば、私立でやる方がメリットも大きいのではないかと思う。 

・夜間ではなく、通信制の中学という選択肢もあるのではないか。 

・県議会でも、夜間中学を設置するより、今あるフリースクールへの支援を充実させた方がよいのではな

いかという御意見もいただいた。 

・新たに夜間中学を設置する高知県や徳島県の情報がほしい。 

・もう一つ考えなくてはならないのが、夜間中学の入学希望者が中学校の卒業資格を求めているのかどう

かということ。 

・不登校の子どもたちは、今の学校教育の仕組みに合わない子どもたちである。であれば、在宅でも学ぶ

ことができるようにしてはどうか。ＩＣＴの活用やe-learning、サテライトなど柔軟な仕組みも考えら

れる。それが可能であれば、中部地区に１つあれば対応できると思う。 

・社会に出ていくということを考えた場合、同年齢の子どもたちとどう関わっていくのか、その場をどう

保障するのかについて考えていく必要があると思う。その一つとして、カリキュラムのある時間の短い

夜間中学というのも選択肢だと思う。 

・進路保障という観点から考えたとき、中高一貫型がいいと思う。 

・外国籍の方の場合、すべての方が中学校卒業資格がほしいのかというと、必ずしもそうではないと思う。

外国籍の方の多くは、次につながる学びが目的であると思う。そういう意味で、夜間中学があればそれ

なりのニーズはあるのではないかと思う。 

・夜間中学を設置する場合、何を目的とするのか。中学校卒業資格の取得なのか、義務教育段階の学力の

習得なのか、社会で生き抜く力の獲得なのか。そこのニーズを把握する必要がある。 

・もし設置するとしたら、金銭的に苦しい家庭の子どもたちも通えるような学校にする必要がある。学校

に行けていない子どもたちの中には、貧困が原因である子どもがいると思う。 

 

協議（３） 

「夜間中学を「設置しない」とした場合に想定される対象者別の対応策について」説明を行った後、対

象者別の対応案について協議を行った。 

 

＜主な意見＞ 

・ハートフルスペースとフリースクールの連携を、今後充実させていく必要がある。 

・「不登校など様々な事情から実質的に十分な教育を受けられないまま学校の配慮等により卒業した者」及

び「入学を希望する不登校となっている学齢生徒」と「本国において義務教育を修了していない外国籍

の者」に絞って対応案を考えていったらどうか。 

 

４ 今後の予定 

委員から出た意見を参考に、今年度の調査研究や議論の結果を中間まとめとしてまとめるとともに、来

年度の検討事項を以下のように整理する。 

（１）対象別に追加のニーズ調査を実施し、対象ごとの設置の必要性を検討する。 

（２）「設置する」とした場合と「設置しない」とした場合の対応を検討する。 

①「設置する」とした場合に想定される夜間中学設置に当たっての課題への解決策 

設置主体（県、市町村、組合立）及び費用負担について、設置場所について 

通学方法について、入学許可について、在学年限について、教育課程について 

②「設置しない」とした場合に想定される対象者別の対応策 
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先進地視察結果について 

～高知県・徳島県における夜間中学設置に向けての概要～ 

（平成３１年４月２４日、２５日 先進地視察） 

 高知県 徳島県 

経

緯 

・ニーズ調査を行い、平成２９年度にまとめた。 

・平成３０年度に追加のニーズ調査。 

「世論調査」の中に夜間中学についてのリーフレット、

質問を入れる。無作為の３０００人に配布し、１６００

人から回答。うち、４２名が「興味がある」「通ってみた

い」という回答。 

・平成２７年の「義務教育修了者が中学校夜間

学級への再入学を希望した場合の対応に関する

考え方」（通知）を経て、ニーズ調査を開始し、

義務教育の学び直しの場や、外国籍の方のニー

ズがあるととらえた。平成２８年度に中学校の

教員向けに調査。（全県ではない。）識字学級や

国際交流団体に出向いて説明。その結果の中で

「ニーズがある」と判断。 

費 

用 

面 

・昼間の高校で１年間、人件費をのぞいて２００万から

３００万を想定しているが詳細は不明。 

・「夜間中学体験」も含め、調査や広報活動等に係る費用

は国の委託事業を活用。（「設置を前提」として２６０万

程度）。 

・県立なので、県が全ての費用を負担し、市町

村の負担はない。 

・遠方から通う生徒への通学費の支援について

は検討中。 

・調査や広報等準備に係る費用は国の委託事業

を活用。平成２７年度、２８年度は６０万。本

年度は２５０万程度。 

設

置

者

・

地

域 

・

校

舎

等 

・今ある中学校の 2 部制、定時制高等学校への併設等、

様々な案を検討中。 

・市町村で「やりたい」という自治体は現時点ではない。 

・高校の定時制への併設は難しい。高校の定時制からは、

「中学校で苦労をした子達の学力底上げに力を入れてい

る。」「併設にすると、中高一貫でそのまま定時制高校へ

進学というイメージにつながることを懸念している。」と

いう意見があった。 

・設置地域については未定。今のところ県内１カ所。公

共交通機関は発達しておらず、高知駅付近なら午後９時

くらいまで明るい。 

・県立中央高校への併設を決定 

立地面：駅が近く、周りに４つの高校があり、

交通の利便性が良い。 

学校運営：中央高校は昼間部、夜間部の定時制、

通信制も持つ学校があり、夜間中学の運営のノ

ウハウがある。 

・徳島での「学び直しの起点」として位置づけ

て行く。 

・現在ある高等学校の施設に併設し、中学校設

立のための施設改修も検討中。可能なら中学と

高校のエリアを分けたい。 

対

象 

・全てのニーズに対応するのは難しい。 

・学齢期の不登校生徒の入学については慎重な検討が必

要。不登校生徒の保護者からの問い合わせはあるが、保

護者の行かせたい、という思いと、本人の行きたいとい

う思いは必ずしも合致していない。不登校生徒について

は、多くの市町村に地教委が運営する「教育研究所」が

あり、支援している。 

・過卒の引きこもりの方に対しては，「若者サポートステ

ーション」がある。 

・外国籍の方で農業での就労者は増えてきてはいるが、

実際の入学希望者数は未知。日本語を教える機関はない。 

・識字学級は若干あるが、通う人は少。 

・はっきりと決まっていない。 

・学齢期の不登校生徒の入学については慎重な

検討が必要。全市町村にそれぞれの地教委が運

営する支援教室があり、基本的にはそちらで支

援をしていく予定。 

・外国籍の方のニーズが「中学校の教育課程終

了」のなのか、「日本語」なのか未知。また、そ

の数も未知。県内に国際交流や、外国の方の支

援の団体はある。 

・対象は、時代とともにかわっていくと捉えて

いる。 

そ

の

他 

・朝倉夜間学校という公設民営の夜間中学が以前からあ

るが、来たい人が来たい時に来て、学びたいことを教え

てもらう感じ。 

・９月を目安に設置場所、主体等を確定。その後、実際

の入学希望者について調査を行う。 

・給食は行なわない。食べられる環境は整える。

他の県立中学校も弁当を外部委託。 

・１２月にシンポジウムを開催予定。そこまで

には、詳細な計画を詰めていきたい。 

※ 両県とも、教育課程、在籍年数、学校行事、時程、転入学のルール等は未定。 
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